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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第63期

第３四半期
累計期間

第64期
第３四半期
累計期間

第63期

会計期間

自平成25年
 ４月１日
至平成25年
 12月31日

自平成26年
 ４月１日
至平成26年
 12月31日

自平成25年
 ４月１日
至平成26年
 ３月31日

売上高(千円) 5,092,826 5,443,194 6,876,179

経常利益(千円) 585,368 697,952 728,812

四半期(当期)純利益(千円) 359,091 448,382 440,067

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失(△)(千円)
△50,953 △10,983 2,304

資本金(千円) 715,000 715,000 715,000

発行済株式総数(千株) 6,000 6,000 6,000

純資産額(千円) 3,329,888 3,762,834 3,412,837

総資産額(千円) 6,247,190 6,518,716 6,412,312

１株当たり四半期(当期)純利益金

額(円)
59.87 74.76 73.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益金額(円)
― ― ―

１株当たり配当額(円) ― ― 10

自己資本比率(％) 53.3 57.7 53.2

営業活動による

キャッシュ・フロー(千円)
301,296 299,070 627,974

投資活動による

キャッシュ・フロー(千円)
△584,482 △226,488 △707,727

財務活動による

キャッシュ・フロー(千円)
219,822 △122,716 141,824

現金及び現金同等物の四半期末(期

末)残高(千円)
339,588 414,833 465,641
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回次
第63期

第３四半期
会計期間

第64期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成25年
 10月１日
至平成25年
 12月31日

自平成26年
 10月１日
至平成26年
 12月31日

１株当たり四半期純利益金額(円) 19.37 30.60
 

(注) １．売上高には、消費税等を含んでおりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

４．四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間における当社を取り巻く環境は、消費増税に伴う駆け込みの反動減からの個人消費の持ち

直しの動きは鈍いものの、円安の進行に伴い輸出企業を中心に企業収益の改善が見られ、景気全般は緩やかな回復

基調で推移いたしました。

このような経済環境の中で、当社の売上高は、前年同期比350,367千円増収の5,443,194千円(前年同期比6.9%増)

となりました。

利益面におきましては、営業利益は前年同期比34,235千円減益の481,936千円(前年同期比6.6％減)、経常利益は

前年同期比112,583千円増益の697,952千円(前年同期比19.2％増)、四半期純利益は前年同期比89,290千円増益の

448,382千円(前年同期比24.9％増)となりました。

部門別の売上高状況は、次のとおりであります。

電装品用部品が前年同期比140,814千円増収(前年同期比6.2％増)の2,409,746千円、ブレーキ用部品が前年同期比

34,721千円増収(前年同期比1.5％増)の2,302,208千円、その他応用機器等が前年同期比174,831千円増収(前年同期

比31.4％増)の731,239千円となっております。

(当社は単一の事業セグメントにより構成されているため、業績の状況についてセグメントに関連付けて記すことは

しておりません。)

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、前事業年度末に比べ

50,808千円減少(10.9％減)の414,833千円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期累計期間において、営業活動の結果得られた資金は、前年同期比2,226千円減少(0.7％減)の299,070

千円となりました。

これは主に、税引前四半期純利益および減価償却費によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期累計期間において、投資活動の結果支出した資金は、前年同期比357,993千円減少(61.2％減)の

226,488千円となりました。

これは主に、有形固定資産の取得によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期累計期間において、財務活動の結果支出した資金は、122,716千円となりました。

これは主に、長期借入金の返済と配当金の支払によるものであります。

なお、前年同期は、短期借入金および長期借入金の増加により219,822千円の収入でありました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、49,988千円であります。

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年２月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,000,000 6,000,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
1,000株

計 6,000,000 6,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年10月1日～
平成26年12月31日

― 6,000,000 ― 715,000 ― 677,955
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式        2,000 ― 単元株式数 1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式    5,996,000 5,996 同上

単元未満株式 普通株式        2,000 ― ―

発行済株式総数 6,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 5,996 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社タツミ 栃木県足利市南大町443番地 2,000 ― 2,000 0.03

計 ― 2,000 ― 2,000 0.03
 

 

２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下、「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新宿監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 483,141 422,333

  受取手形及び売掛金 1,568,652 ※1  1,782,592

  電子記録債権 242,280 297,768

  商品及び製品 72,203 84,024

  仕掛品 249,899 231,588

  原材料及び貯蔵品 144,775 175,773

  前払費用 3,907 4,734

  繰延税金資産 129,804 129,804

  未収入金 491,237 520,606

  その他 6,795 33,974

  流動資産合計 3,392,697 3,683,200

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,990,853 1,994,067

    減価償却累計額 △1,424,193 △1,466,117

    建物（純額） 566,659 527,949

   構築物 161,405 161,700

    減価償却累計額 △124,594 △127,184

    構築物（純額） 36,810 34,516

   機械及び装置 3,957,386 3,998,575

    減価償却累計額 △3,200,180 △3,276,921

    機械及び装置（純額） 757,206 721,653

   車両運搬具 10,666 10,666

    減価償却累計額 △10,235 △10,346

    車両運搬具（純額） 430 319

   工具、器具及び備品 292,944 313,713

    減価償却累計額 △262,780 △281,581

    工具、器具及び備品（純額） 30,163 32,131

   土地 40,361 40,361

   建設仮勘定 81,864 25,782

   有形固定資産合計 1,513,496 1,382,714

  無形固定資産   

   借地権 4,892 4,892

   ソフトウエア 2,269 2,763

   その他 847 847

   無形固定資産合計 8,009 8,503

  投資その他の資産   

   投資有価証券 122,840 122,336

   関係会社株式 953,996 953,996

   事業保険 19,151 19,189

   長期未収入金 162,432 160,094

   前払年金費用 224,135 172,939

   その他 15,553 15,743

   投資その他の資産合計 1,498,108 1,444,298

  固定資産合計 3,019,614 2,835,516

 資産合計 6,412,312 6,518,716

負債の部   

 流動負債   
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  支払手形及び買掛金 200,903 211,718

  短期借入金 625,000 660,000

  1年内返済予定の長期借入金 130,540 55,540

  未払金及び未払費用 1,429,118 1,432,023

  未払法人税等 233,339 105,892

  賞与引当金 153,775 89,681

  その他 6,675 34,774

  流動負債合計 2,779,352 2,589,631

 固定負債   

  長期借入金 109,280 86,375

  長期未払金 19,570 9,570

  繰延税金負債 91,272 70,305

  固定負債合計 220,122 166,250

 負債合計 2,999,474 2,755,881

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 715,000 715,000

  資本剰余金 677,955 677,955

  利益剰余金 1,990,599 2,338,183

  自己株式 △916 △1,030

  株主資本合計 3,382,637 3,730,107

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 30,200 32,727

  評価・換算差額等合計 30,200 32,727

 純資産合計 3,412,837 3,762,834

負債純資産合計 6,412,312 6,518,716
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高   

 製品売上高 4,650,170 4,847,563

 設備売上高 442,656 595,630

 売上高合計 5,092,826 5,443,194

売上原価   

 製品売上原価 3,914,462 4,046,340

 設備売上原価 290,837 494,400

 売上原価合計 4,205,300 4,540,741

売上総利益 887,525 902,452

販売費及び一般管理費 371,353 420,515

営業利益 516,171 481,936

営業外収益   

 受取利息 2,679 2,387

 受取配当金 2,685 2,891

 為替差益 62,345 164,466

 技術指導料 3,477 26,254

 その他 4,730 26,179

 営業外収益合計 75,919 222,180

営業外費用   

 支払利息 5,021 4,964

 その他 1,701 1,200

 営業外費用合計 6,722 6,164

経常利益 585,368 697,952

特別利益   

 固定資産売却益 849 999

 投資有価証券売却益 - 1,712

 特別利益合計 849 2,712

特別損失   

 固定資産除却損 921 151

 減損損失 497 1,701

 特別損失合計 1,418 1,853

税引前四半期純利益 584,799 698,810

法人税等 225,707 250,428

四半期純利益 359,091 448,382
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 584,799 698,810

 減価償却費 196,828 209,958

 有形固定資産除却損 921 151

 減損損失 497 1,701

 賞与引当金の増減額（△は減少） △47,874 △64,093

 前払年金費用の増減額（△は増加） △15,700 10,373

 受取利息及び受取配当金 △5,365 △5,278

 支払利息 5,021 4,964

 為替差損益（△は益） △1,427 674

 有形固定資産売却損益（△は益） △849 △999

 投資有価証券売却損益（△は益） - △1,712

 売上債権の増減額（△は増加） △505,179 △296,846

 たな卸資産の増減額（△は増加） △48,738 △24,508

 その他の資産の増減額（△は増加） 53,773 △27,817

 仕入債務の増減額（△は減少） 40,930 10,815

 未払金の増減額（△は減少） 281,855 135,815

 その他の負債の増減額（△は減少） △450 20,818

 小計 539,041 672,827

 利息及び配当金の受取額 5,357 5,280

 利息の支払額 △4,980 △4,910

 法人税等の支払額 △238,121 △374,126

 営業活動によるキャッシュ・フロー 301,296 299,070

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △7,500 △20,000

 定期預金の払戻による収入 - 30,000

 有形固定資産の取得による支出 △275,996 △242,422

 有形固定資産の売却による収入 850 1,000

 無形固定資産の取得による支出 △2,550 △966

 投資有価証券の取得による支出 △177 △172

 投資有価証券の売却による収入 - 6,300

 関係会社株式の取得による支出 △300,933 -

 投資その他の資産の増減額（△は増加） 1,825 △227

 投資活動によるキャッシュ・フロー △584,482 △226,488

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 35,000

 長期借入れによる収入 150,000 -

 長期借入金の返済による支出 △82,355 △97,905

 自己株式の取得による支出 - △114

 配当金の支払額 △47,822 △59,697

 財務活動によるキャッシュ・フロー 219,822 △122,716

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,427 △674

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △61,935 △50,808

現金及び現金同等物の期首残高 401,524 465,641

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  339,588 ※  414,833
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

この結果、当第３四半期累計期間の期首の前払年金費用が63,173千円減少し、利益剰余金が40,823千円減少して

おります。また、当３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益への影響は軽微であります。

 
(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１ 四半期会計期間末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当四

半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末日残高に

含まれております。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 ― 17,763千円
 

 

２ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

当座貸越極度額 1,200,000千円 1,200,000千円

借入実行残高 625,000 660,000

差引額 575,000 540,000
 

 

(四半期損益計算書関係)

前第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

該当事項はありません。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期累計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

現金及び預金勘定 347,088千円 422,333千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △7,500 △7,500

現金及び現金同等物 339,588 414,833
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月８日
取締役会

普通株式 47,985千円 8円 平成25年３月31日 平成25年６月５日 利益剰余金
 

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月７日
取締役会

普通株式 59,975千円 10円 平成26年３月31日 平成26年６月４日 利益剰余金
 

 

(持分法損益等)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

関連会社に対する投資の金額(千円) 653,063 653,063

持分法を適用した場合の投資の金額(千円) 333,728 342,104
 

 

 
前第３四半期累計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

持分法を適用した場合の投資損失(△)の金額(千円) △50,953 △10,983
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、自動車用部品事業の単一のセグメントであるため、記載しておりません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 59円87銭 74円76銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 359,091 448,382

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 359,091 448,382

普通株式の期中平均株式数(株) 5,998,213 5,997,426
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月６日

株式会社タツミ

取締役会 御中

新宿監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   壬   生   米   秋   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   末   益   弘   幸   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タツミ

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第64期事業年度の第３四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タツミの平成26年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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